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世帯タイプ ライフステージ

世帯1 単身就業世帯
世帯2 夫婦のみの就業世帯
世帯3 夫婦と子供からなる就業世帯
世帯4 夫婦と子供とその他の世帯員からなる就業世帯
世帯5 夫婦と高齢者を含む就業世帯
世帯6 その他の就業世帯
世帯7 高齢者のみの世帯
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１．はじめに 

本研究は，居住立地モデル作成のため居住立地選好の

要因を明らかにすることを目的とする． 
一般的に，居住立地選好要因としては，①住宅の広さ

②勤務地までの距離，が挙げられている．本研究では，

住宅の広さとして床面積，勤務地までの距離として通勤

時間に着目し各要因が居住立地に与える影響が世帯属性，

個人属性によりどのように異なるか明らかにする． 

２．使用データと世帯タイプの分類 

 本研究では，世帯のライフステ－ジを考慮するため表

1 に示すように分類する．分析に使用したデータは住宅

需要実態調査（平成10年）である．この調査から住宅を

移転した世帯が移転前後でどのように世帯タイプが変化

したのかを求めた結果を表２に示す．本研究では移転前

後で世帯タイプの変化しなかった世帯のみを対象とする． 

表１ 世帯タイプの分類 

 

 

 

 

 

表２ 世帯タイプ別サンプル数 

 

 

 

 

 

３．世帯タイプ別移転行動の分析 
 通勤時間と床面積の移転前後の変化(移転後－移転前
の通勤時間，床面積)を世帯タイプ別に比較し，その変化
が統計的に有意なものかウェルチの検定(母平均の差の
検定)を行い検討した．また，同じ世帯タイプでも個人属
性の違いによりその変化がどう異なるかについても同様

に検討した．なお，世帯５はサンプル数が少ないため検

定は行っていない． 
 
 

３．１ 通勤時間の分析 

（１）世帯属性 

世帯タイプ別移転前後の通勤時間の変化を図１，その

ウェルチの検定結果を表３に示す．世帯 1 は通勤時間が
移転前に比べて大きく減少している．世帯構成人数が少

ない世帯タイプでは通勤時間が居住立地選好の要因とし

て強く効くことがわかる． 
 

 

 

 

 

 
図１ 世帯タイプ別移転前後の通勤時間の変化 
表３ 移転前後の通勤時間の変化の検定結果 

 

  

（２）個人属性 
 世帯タイプ別収入別移転前後の通勤時間の変化を図２，

そのウェルチの検定結果を表４に示す．世帯 1，６で通

勤時間の変化が異なる部分もあるが，全体としては収入

により異ならないといえる．  

 

 

 

 

 

 

 
図２ 収入別移転前後の通勤時間の変化 

表４ 収入別通勤時間の変化の検定結果 

 

 

 

 

 

 

世帯１ 世帯２ 世帯３ 世帯４ 世帯５ 世帯６ 世帯７

検定結果 〇 〇

注)〇:5%有意水準 

注)〇:5%有意水準 
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世帯タイプ別世帯主年齢別移転前後の通勤時間の変化

を図３，そのウェルチの検定結果を表５に示す．世帯３ 

は，世帯主年齢が高くなるにつれて通勤時間を選好しな

くなる．これは，子供の成長により住宅の広さなど通勤

時間以外を重視するようになるためであると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 
図３ 世帯主年齢別移転前後の通勤時間の変化 

表５ 世帯主年齢別通勤時間の変化の検定結果 

 
 

 

 

 

 

３．２ 床面積の分析 

（１）世帯属性 

世帯タイプ別移転前後の床面積の変化を図４，そのウ

ェルチの検定結果を表６に示す．ほとんどの世帯タイプ

において移転後は床面積が広くなっている．その割合は

世帯構成人数が多いと考えられる世帯タイプ程大きい．

世帯構成人数が多い世帯タイプほど床面積が居住立地選

好の要因として強く効くことがわかる． 

 

 

 

 

 

 
図４ 世帯タイプ別移転前後の床面積の変化 

表６ 移転前後の床面積の変化の検定結果 

 

 

（２）個人属性 

 世帯タイプ別収入別移転前後の床面積の変化を図５，

そのウェルチの検定結果を表７に示す．世帯３,４で床面

積の変化が異なり収入が大きくなるほど広くなることが

わかる．世帯人数が多い世帯は床面積の選好が強いため

収入を床面積にあてていると考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 
図５ 収入別移転前後の床面積の変化 

表７ 収入別床面積の変化の検定結果 

 

 

 

 世帯タイプ別世帯主年齢別移転前後の床面積の変化を

図６，そのウェルチの検定結果を表８に示す．世帯３は，

世帯主年齢が高くなるにつれて床面積を選好するように

なる．これは，子供の成長に伴い広さの選好が強くなる

からであると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 
図６ 世帯主年齢別移転前後の床面積の変化 

表８ 世帯主年齢別床面積の変化の検定結果 

 
 
 
 
 
 
４．まとめ 

 本研究の結果から以下のことがわかった．①世帯構成

人数の少ない世帯タイプは通勤時間を選好する．②世帯

構成人数の多い世帯タイプは床面積を選好する．③収入

は，床面積に影響を与え世帯構成人数の大きい世帯ほど

受ける影響は大きい．しかし，通勤時間には影響を与え

ない．④世帯主年齢は，世帯３に影響を与え高くなるほ

ど床面積を選好し，通勤時間を選好しなくなる．また，

世帯２,４には影響を与えない．今後は，今回の結果を取
り入れた居住立地モデルを構築する． 

（謝辞）データを提供していただいた国土交通省に感謝の意を表します． 
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